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第５章 税を身近に感じるための仕組み 

 

第１節 広報と広聴（税務相談） 

 

１ 広報活動 

税務行政を円滑に推進するためには、都税に対する都民の理解と協力が不可欠である。都民の

税に対する関心が高まる中、都税についての情報を分かりやすく伝える広報活動は、ますます重

要なものとなっている。このため、本庁と都税事務所が協力し、広域的広報・地域的広報の両面

において、「伝わる広報」を念頭に置いた積極的な広報活動を展開している。 

(1) 多様な媒体を活用した効果的な情報発信 

広報活動においては、特にデジタル媒体を積極的に活用しながら、タイムリーな情報発信

に努めている。自主媒体による広報活動（主税局ホームページ、ＳＮＳ、広報紙、都税事務

所等に設置したデジタルサイネージ等）に加え、ウェブ広告や車内広告等、多種多様な手段

や機会を利用し、効果的な広報を実施している。 

 

(2) 都民生活と税の関わり、都税の仕組み等に関する分かりやすい広報 

   イラストやイメージキャラクターを活用するなど、より分かりやすく、親しみやすい情報

発信に努めている。 

月刊広報紙「あなたと都税」は、納期等に合わせたテーマ記事を掲載するほか、都税の使

い道として都の事業を紹介している。納期等周知ポスターは、納期限を大きく表示し、納付

方法をアイコン化するなど、シンプルで分かりやすいデザインとしている。 

主税局ホームページは、見やすく、操作しやすいものとなるよう、月ごとの「よくある問

い合わせ」をトップページに配置する等、必要な情報にアクセスしやすくなるよう工夫して

いる。 

 

 

 

 

【「あなたと都税」令和７年６月】 【「納期等周知ポスター」令和７年６月】 
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(3) 都民のライフステージに応じた租税教育の推進 

児童・生徒に対する租税教育の一層の充実を図る

ため、東京都租税教育推進協議会において、租税教

育用副教材を作成し、都内の小学校・中学校・高等

学校の全校に配布している。 

また、例年８月に夏休み親子税金教室を実施し、

親子で一緒に取り組む税金クイズなど、家族で税に

ついて話し合うきっかけづくりに努めている。 

各都税事務所においても、職員を小学校等に講師

として派遣し、租税教室を随時実施している。 

令和５年度には、子供の税金に関する理解の向上を図るため、租税教育コンテンツとして、

街の中から税金が使われているものを探す「税発見タックスタウン」と、すごろくゲーム

「税のタイムトラベルすごろく」を制作し、主税局ホームページに掲載した。 

 今後も引き続き、東京国税局や教育庁、関係団体等と連携し、都民のライフステージに応

じた租税教育を実施していく。 

 

     (4) 都税における情報バリアフリーの推進 

障害のある人もない人も互いに尊重し、支え合う、共生社会の実現に向けて、障害者が直

面する社会的障壁を可能な限り減らしていくことが非常に重要なものとなっている。 

 そこで、主税局では、視覚障害者に対する情報バリアフリーを推進するため、平成30年８

月、個人事業税の納税通知書の封筒に音声コードの添付を行った。その後、令和元年５月か

ら自動車税、令和元年６月から固定資産税・都市計画税（23区内）、令和２年１月から不動

産取得税に取組対象を拡大し、現在では全ての納税通知書の内容を音声で取得できる旨を案

内している。 

※ 音声コードとは、対応するスマートフォンや専用の読み取り装置などで読み取ると、音

声で読み上げる二次元のバーコード 

 

 

 

【夏休み親子税金教室の様子】 
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(5) 都税収入の見える化への取組 

都税の統計情報を分かりやすく伝えるため、都税収入の主要な統計データを可視化する「都

税収入見える化ダッシュボード」を令和３年度より主税局ホームページ上で公開している。 

これにより、約30年間分の都税収入の決算額だけでなく、各税目の税額、法人事業税の業種

別所得金額、固定資産税（土地・家屋）の種類別評価額など、種々の統計データの経年推移

がひと目で分かるほか、ＣＳＶデータとしてダウンロードが可能となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 125 -



- 126 - 

 

広報等実施予定 

 

種  類 概    要 
発行(実施) 

回   数 
数 量 等 配布・掲示場所等 

ポスター 
納期等周知ポスター 

テーマポスター等 

年９回 

年１回 

平均4,000 部 

4,000 部 

都税事務所、官公署、金融機関など、 

交通機関車内吊り広告を実施する回も 

あり（ＪＲ、都営地下鉄、都電、バ

ス） 

ガイドブック都税 
一般向けに都税を 

やさしく解説 
年１回   64,400 部 

都税事務所、官公署、金融機関 
など 

ガイドブック都税 

英語版 

中国語版 

韓国語版 

外国人向けに 

都税を解説 
年１回 

英語2,080 部 

中国語1,380 部 

韓国語1,290 部 

都税事務所など 

不動産と税金 
不動産に関する税金 

をまとめて解説 
年１回 60,600 部 

都税事務所、官公署、金融機関 

など 

あなたと都税 
税金の解説、 

都税の使い道など 
年12回 各回32,800 部 

都税事務所、官公署、金融機関、 
鉄道主要駅、納税協力団体など 

事務所広報印刷物 
各都税事務所の地域 

にあった内容を広報 
随 時 都税事務所の窓口など 

都・区の 

広報紙など 

納期のお知らせ、 

税制改正など 

随 時 

政策企画局、区市町村、 
納税協力団体へ掲載依頼 

広報東京都は、新聞折り込みで 
配布 

新聞広告 税制改正など 年１回 半３段 日刊紙掲載 

ウェブ広告 
納期のお知らせ、 
キャッシュレス納税など 

随 時 
Ｘ（旧 Twitter）、ＬＩＮＥ 
Ｆａｃｅｂｏｏｋなど 

東京都提供 
テレビ・ラジオ 

納期のお知らせ、 

税制改正など 
随 時 
政策企画局へ放送を依頼 

都提供の放送番組 
（ＣＭ放映も含む） 

電光掲示板 納期のお知らせなど 随 時 
財務局、都市整備局へ依頼 

都庁舎の行事案内表示板、 
新宿駅西口広場の情報案内板など 

ステーション 
ビジョン 

音声付映像広告で 
納期のお知らせなど 

年８回 各回１週間 東京メトロ丸ノ内線の６駅 

ホームページ 都税ガイド全般 常   時 インターネット上 

ＳＮＳ 
都税一般、イベント 
などのお知らせ 

常   時 
東京都行財政 Ｘ（旧 Twitter） 
主税局Ｆａｃｅｂｏｏｋ 

ＡＩチャット 
ボットサービス 

インターネット上で 
都税の質問に自動応答 

常   時 
主税局ホームページ上 
東京都ＬＩＮＥ公式アカウント上 

テレフォン 
サービス 

都税に関する「よくあ

るご質問」を自動音声

サービスで提供 

常   時 24時間自動音声サービス 

局内報 

「局報しゅぜい」 職員向け広報 年10回程度 
主税局職員へメール配信  
局及び全庁電子掲示板への掲載 

都税事務所等設置の

デジタルサイネージ 来庁者向けのお知らせ 常   時 都税事務所など 
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２ 広聴（税務相談）活動 

 広聴活動の中心をなす相談業務では、本庁や都税事務所等に都税相談コーナーを設置し、都民

から寄せられる税務相談や要望、意見、苦情などに経験豊かな職員が丁寧に対応している。また、

本庁及び都税事務所相互の情報共有等を通じて、相談等に的確に対応するよう努めている。 

主税局ホームページでは、ＡＩチャットボットサービスを提供し、24時間365日税務相談に対

応するとともに、問合せデータを分析してＦＡＱを修正・追加するなど、より使いやすいサービ

スとなるよう継続的に改善を図っている。 

そのほか、いつでも必要なときに疑問に答えられるように、自動音声のテレフォンサービスに

よる情報提供も行っている。 

税務相談等の受付件数は以下のとおりである。 

 

(1) 種類別・受付方法別の分類                            

                                 （単位：件・％） 

区 分

 年 度 

種   類   別    受  付  方  法  別 

合   計 
相 談 意見要望 苦 情 来 所 電 話 文 書 

令和４年度 18,708 243 97 859 17,973 216 19,048 

令和５年度 17,840 199 100 943 16,984 212 18,139 

令和６年度 16,148 246 101 939 15,300 256 16,495 

 構成比 97.9 1.5 0.6 5.7 92.7 1.6 100.0 
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(2) 相談等内容別の分類                         

                                 （単位：件・％） 

        年  度 

区  分 
令和４年度 令和５年度 

令和６年度 

構 成 比 

 課 

 税 

 関 

 係 

不 動 産 取 得 税 940 952 854 5.2 

固定資産税・都市計画税 3,022 3,496 3,530 21.4 

自    動    車    税 564 622 574 3.5 

個   人   事   業   税 370 260 211 1.3 

法人都民税・事業税 2,084 1,759 1,624 9.8 

 個人都民税・市町村民税 438 368 326 2.0 

 そ の 他 の 地 方 税 536 511 524 3.2 

小    計 7,954 7,968 7,643 46.3 

徴 収 関 係 2,404 2,094 1,926 11.7 

国 税 537 583 539 3.3 

そ の 他 8,153 7,494 6,387 38.7 

合       計 19,048 18,139 16,495 100.0 

 前年度比 73.2 95.2 90.9 －  

 

 

３ ユーザーレビューの実施 

  都税事務所等の窓口やデジタルサービス（行政手続き・主税局ホームページ）など、納税者

との接点となるあらゆるサービスにおいて、満足度や意見を聞くユーザーレビューを実施して

いる。 

満足度を見える化するとともに、利用者の声を分析し、継続的にサービスの改善に取り組んで

いる。 

 

４ 情報公開制度 

 主税局では、公文書の開示受付窓口 (局に局情報コーナー、所に所情報コーナー) を設置し、 

情報公開の総合的な推進を図っている｡ 

   令和６年度における公文書開示請求及び保有個人情報開示請求の対応件数は256件である。 
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第２節 納税貯蓄組合 

 

１ 納税貯蓄組合とは 

 納税貯蓄組合は、昭和26年４月10日に制定された ｢納税貯蓄組合法｣ に基づき、戦後の混乱し

た納税秩序を回復し、自主納税を推進するため、納税資金の貯蓄と納税活動を目的として自主的

に組織された団体である。昭和39年７月９日の納税貯蓄組合法の改正により、上部団体である連

合会が法的に認められ、単位組合の指導育成、金融機関との連絡調整、全国規模で集団的な納税

意識の高揚・啓発活動等を行い、現在に至っている。 

 

２ 組織 

 都内の納税貯蓄組合としては、個人又は法人が一定の地域、職域、勤務先等を単位として加入

する ｢単位組合」、その上部団体として単位組合を構成員とする税務署所管地域単位の ｢地区連

合会」、この地区連合会を会員とする都道府県単位の ｢総連合会｣ が組織されている｡ さらには、

総連合会を国税局所管地域でまとめた ｢国税局管内納税貯蓄組合連合会」、その上部団体として

 ｢全国納税貯蓄組合連合会｣ が置かれている。 

 令和７年３月末現在、都内における納税貯蓄組合（単位組合）数は2,274組合であり、組合員

数は149,537人である。この上部団体として、48の地区連合会が組織されている。 

 

３ 組合の活動 

     (1) 納期内納税の推進等 

納期内納税の確実な推進を図るため、合理的納付手段としての口座振替納税の普及促進活動

を実施している。近年は都税の納期内納税運動（納税キャンペーンの実施）及び消費税の完納

を重点的に展開している。加えて、「振替納税宣言の街」「期限内納税の街」の宣言を行うな

ど、納税意識の高揚を図るための活動も実施している。さらに、都税の電子申告・納税（ｅＬ

ＴＡＸ）及び国税の電子申告・納税（ｅ－Ｔａｘ）の普及拡大にも努めている。 

(2) 税知識の普及拡大と納税思想の高揚 

税に対する理解者及び協力者の拡大を図るため、各種行事やイベントへの参加・協力、説明

会・研修会の開催、会報の発行等により、地域に密着し、各層に幅広く浸透する広報活動を日

常的に実施している。 

(3) 中学生の「税についての作文」募集活動 

次代を担う中学生に対して、早くから税についての関心を高め、正しく税を理解してもらう

ため、税に関する作文募集、審査、表彰等の活動を行っている。 

 

４ 補助金の交付 

 納税貯蓄組合法（昭和26年法律第145号）第10条の２に規定する納税貯蓄組合の連合体である

東京納税貯蓄組合総連合会（以下「総連合会」という。）及び総連合会の構成員たる納税貯蓄組

合連合会が東京都の税務行政の協力団体として行う事業活動を奨励するため、事業経費の一部に

ついて補助金を交付している。 
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